
 

 

 

 

令和 5 年度 飯能市保育料徴収基準表（保育認定の子ども ２号・３号） 

                                                

    各月初日の児童の属する世帯の階層区分 保育標準時間認定者（月額） 保育短時間認定者（月額） 

階 層区 分 定義 ３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児 

A 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護

世帯 
０円 

０円 

０円   

０円 

B 
Ａ階層を除き、市町村民税（４月から８月までの月分の

保育料については前年度分の市町村民税）非課税世帯 
０円 ０円   

C1 
Ａ階層及びＢ階

層を除き、市町

村民税（４月か

ら８月までの月

分の保育料につ

いては前年度分

の市町村 民

税）の所得割の

額が次の区分に

該当する世帯あ

ああ 

所得割の額のない世帯 ７，４００円 ７，２００円 

C2 ２１，０００円 未 満 ８，９００円 ８，７００円 

C3 
２１，０００円 以 上 

２９，３００円 未 満 
１０，５００円 １０，３００円 

C4 
２９，３００円 以 上 

４８，６００円 未 満 
１３，０００円 １２，７００円 

C5 
４８，６００円 以 上 

７７，２００円 未 満 
１７，０００円 １６，７００円 

C6 
７７，２００円 以 上 

１０５，６００円 未 満 
２５，０００円 ２４，５００円 

C7 
１０５，６００円 以 上 

１５４，１００円 未 満 
３４，０００円 ３３，４００円 

C8 
１５４，１００円 以 上 

２０５，４００円 未 満 
４２，０００円 ４１，２００円 

C9 
２０５，４００円 以 上 

２６２，４００円 未 満 
５０，０００円 ４９，１００円 

C10 
２６２，４００円 以 上 

３１９，４００円 未 満 
５３，０００円 ５２，０００円 

C11 
３１９，４００円 以 上 

３６４，７００円 未 満 
５５，０００円 ５４，０００円 

C12 
３６４，７００円 以 上 

４３７，０００円 未 満 
５７，０００円 ５６，０００円 

C13 ４３７，０００円以上 ５８，０００円 ５７，０００円 

 



 
 

【備考】 

〇保育料は、保護者（父母）の市民税を合算した額により決定します。４月～８月は前年度分、９月～３月は

本年度分市民税額を基に決定します。父母が非課税で同居祖父母がいる家庭は、祖父または祖母の税額

により決定する場合があります。 

〇税額控除（調整控除を除く）は、人的控除と異なり、所得能力を直接反映するものではないため、保育料

算定上は反映させません。 

○海外赴任等で国内にいなかったために非課税になった場合は、所得を推定できる資料等から課税相当額

を推計し、保育料を算定します。この場合は、海外での収入がわかる書類等の提出が必要です。 

〇市町村民税に修正・更正があった場合、世帯状況に変更があった場合は保育課へ必ずご連絡ください。 

〇保育料は各月１日の在籍状況を基準に月単位で発生します。退所届を提出しないかぎり、通所の有無に

かかわらず全額納付していただきます。 

１ 表の年齢はクラス年齢（令和５年３月３１日における満年齢）です。年度途中で年齢があがって 

も保育料は変更になりません。 

２ 表の「保育標準時間」とは利用可能な最大保育時間が１１時間の区分をいい、「保育短時間」は  

利用可能な最大保育時間が８時間の区分をいいます。 

３ ひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯等の場合、Ｃ１階層からＣ４階層は表の金額から 

１,０００円減額となります。 

４ 市民税所得割額が５７,７００円未満の多子世帯で、同一生計の子の２人目の児童は表の半額、 

３人目以降の児童については無料になります。（平成 28 年度新設） 

５ 市民税所得割額が７７,１０１円未満のひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯で、同一生計の 

子の１人目の児童は表の半額、２人目以降の児童については無料になります。（平成 28、29 年度新設） 

６ 兄弟姉妹が認可保育所（認定こども園、地域型保育施設を含む。以下「認可保育所」という。）または、 

幼稚園と認可保育所を同時に利用する場合、最年長の子どもから順に認可保育所入所の２人目の児童

は表の半額、３人目以降の児童については無料になります。 

７ 多子世帯のうち、同一生計の子の３人目以降に該当する児童で、満３歳未満の児童の保育料について

は無料となります。この場合、多子世帯保育料減免申請書の提出が必要となります。 

 

【その他の減免】以下は、減免又は変更をお約束するものではありません。 

〇震災、風水害、火災等により損害を受け、保育料の納付が困難である場合。 

〇当該年に、失業等での収入の著しい減少や離婚など特別な事情がある際に、申し出により保育料が 

変更になる場合があります。 


